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化学物質規制の強化

近年、特化則対象物質追加、化学物質ＲＡの
義務化等、化学物質に対する規制が厳しくなっ
てきている。

⚫ 印刷業での胆管がん等、職業性がんの頻発

⚫ 第13、14次労働災害防止計画

規制対象外の物質、発がん性物質対策

⚫ 有害物ばく露作業報告制度

化学物質の有害度、ばく露量が把握可能
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労働安全衛生法による規制物質

⚫ 製造禁止物質    8物質

⚫ 有機則対象物質         44物質

⚫ 特化則対象物質         74物質

⚫ 表示、通知対象物質       903物質

⚫ 鉛、四アルキル鉛

⚫ 石綿、鉱物性粉じん

⚫ がん原性指針対象物質   40物質
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規制対象外の物質の有害性

有機則、特化則等の特別規則の対象ではない
化学物質については、有害性の有無に関わらず、
法的規制を受けない(令和5年度以降は規制あり)

しかし、法的規制を受けない化学物質に中毒
性や発がん性が無い訳ではなく、実際、平成24
年に発生した胆管がんの事案の様に（1.2-ｼﾞｸﾛﾛ
ﾌﾟﾛﾊﾟﾝが原因物質と推定）、有機則、特化則等
の対象外（当時）の物質が重大な事態を引き起
こすこともある。

法的規制が無い ≠ 有害性が低い
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規制対象外の物質への対応

現在、産業界では約6万種以上の化学物質が使
用されていると言われているが、有機則、特化
則等による規制対象物質は150種類にも満たない。

  毒劇物や環境関連の他法令の規制も含めても
規制対象となる物質はごく一部のみ。

  規制対象外の物質による健康障害を防止する
ためには、今回の法改正の内容に基づき、自主
的な管理、措置として、有害性の把握、リスク
アセスメント等の対策を行う必要がある。
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化学物質管理の国際的な潮流

⚫ ハザード管理からリスク管理へ
危険有害な物質を完全に排除することから、

適切にリスク評価を行い、リスクを受け入れは
能な範囲まで低減させることに重点がシフト。

⚫ 法令順守型から自律的管理型へ
法令に基づく措置に基づいたリスク管理の限

界から、事業者自らの選択によるリスク管理に
重点がシフト。

 現在の国内の制度は

法令順守型 ＋ 自律的管理型
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化学物質の管理の困難性

⚫ 有害性の認識

化学物質の有害性、周囲への発散状況は目視
できない。

また、ばく露から症状が出るまでの期間が長
いもの、低濃度でも影響があるものについては、
有害性の認識が難しい。

⚫ 管理担当者の確保

機械設備の安全に関して知識を持っている職
長や安全管理者はいても、労働衛生や化学物質
に対する専門知識を持つ担当者がいないことが
多い。
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機械等の危険性の認識は比較的容易

⚫ 回転ロールの危険性の比較
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機械等の危険性の認識は比較的容易

⚫ ボール盤の危険性の比較
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軍手を着用 素手で作業



機械等の危険性の認識は比較的容易

⚫ プレス機械の危険性の比較
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化学物質の有害性は認識困難

⚫ 代表的な有機溶剤の有害性の比較
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アセトン クロロホルム 酢酸エチル トルエン

管理濃度
    500 ppm  3 ppm      200 ppm     20 ppm



化学物質の有害性は認識困難

⚫ ハロゲンの有害性の比較

12

塩素フッ素 臭素 ヨウ素

許容濃度
    未設定    未設定    未設定        未設定

有害性(反応性)大

Ｆ2 Cl2 Ｉ2Br2



化学物質の有害性は認識困難

⚫ ハロホルムの有害性の比較
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クロロホルムフルオロホルム ブロモホルム ヨードホルム

許容濃度
     未設定    3 ppm     1 ppm       0.6 ppm

有害性大



化学物質の有害性は認識困難

⚫ 複雑な化合物(二糖類)の有害性の比較
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        合成甘味料           青梅の中毒成分



化学物質の有害性は認識困難

⚫ 光学活性体(右手左手の関係)の有害性の比較
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化学物質の有害性の構造相関性

化学物質の有害性と構造との相関性について、
同族元素が置換された化学物質同士の比較や、
ごく単純な構造の化学物質の場合、一部で緩い
法則性や相関性が認められるが、複雑な構造の
化学物質の有害性を、構造だけを見て予見する
ことは極めて困難である。

化学物質の有害性を知るためには、症例、疫
学検査、動物実験等に基づく、過去からの知見
の積み重ねを調査する必要がある。

これらの知見に基づき、ＧＨＳ(国際的な有害
性情報の記載ルール)では有害性の評価、分類が
行われ、ＳＤＳに記載されている。
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用量反応関係

化学物質へのばく露量と人体への影響度は、
比例関係があり、これを用量反応関係という。
人体には化学物質を分解、無害化する機能が

備わっているため、一定量のばく露までは影響
が発生せず、無影響量の上限値を閾値という。
発がん性物質は確率論的に影響するため、閾

値が存在しないことに注意が必要であること。
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ＧＨＳ分類での有害性

⚫ 急性毒性

⚫ 皮膚腐食性、刺激性

⚫ 目に対する損傷、刺激性

⚫ 呼吸器、皮膚感作性

⚫ 吸引性呼吸器有害性

⚫ 特定標的臓器、全身毒性(単回、反復暴露)

⚫ 変異原性

⚫ 発がん性

⚫ 生殖毒性

⚫ その他危険性
18

※それぞれの有害性の強さを
示す区分が設定されており、
区分の数字は小さいほど有
害性が強い



ＧＨＳ分類でのラベル表示

19

爆発性 可燃性 支燃性

刺激性等 急性毒性 高圧ガス

腐食性 健康障害 環境



ＧＨＳ分類によるハザードレベル

化学物質によるハザードは化学物質が有する
有害性そのものであるため、前述のＧＨＳ分類
から、ＲＡのハザードレベルを特定できる。
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⚫ 急性毒性

⚫ 皮膚腐食性、刺激性

⚫ 目に対する損傷、刺激性

⚫ 呼吸器、皮膚感作性

⚫ 吸引性呼吸器有害性

⚫ 特定標的臓器、全身毒性

(単回、反復暴露)

⚫ 変異原性

⚫ 発がん性

⚫ 生殖毒性



発がん性

◆IARC(国際がん研究機関)による発がん性分類

⚫ グループ１ 発がん性がある

⚫ グループ２Ａ おそらく発がん性がある

⚫ グループ２Ｂ 発がん性の可能性がある

⚫ グループ３ 分類できない（不明）

⚫ グループ４ おそらく発がん性がない

発がん性の存在可能性のみに係る評価基準で
あり、強度を示しているものではない。

疫学検査等に基づく分類であり、試験等によ
る知見がなく、未分類の物質も多い。
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発がん性物質の例

⚫ グループ１(90物質、15混合物、17環境)
ﾍﾞﾝｼﾞｼﾞﾝ ｱｽﾍﾞｽﾄ ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ 六価ｸﾛﾑ ﾍﾞﾝｾﾞﾝ  
ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾊﾟﾝ 太陽光 ｱﾙｺｰﾙ飲料 喫煙  など

⚫ グループ２Ａ(82物質、5混合物、6環境)
ｱｸﾘﾙｱﾐﾄﾞ 無機鉛 排気ガス ｼﾌﾄ勤務  など

⚫ グループ２Ｂ(303物質、11混合物、5環境)
ｸﾛﾛﾎﾙﾑ ｶｰﾎﾞﾝﾌﾞﾗｯｸ ｺﾊﾞﾙﾄ ｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ ｶﾞｿﾘﾝ

  低周波磁場 溶接ﾋｭｰﾑ ｺｰﾋｰ  など

⚫ グループ３(482物質、12混合物、7環境)
  ﾄﾙｴﾝ 塩酸 石炭 ｺﾚｽﾃﾛｰﾙ 蛍光灯 茶 など

⚫ グループ４(ε-ｶﾌﾟﾛﾗｸﾀﾑ、1物質のみ)
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管理濃度

作業環境測定の義務がある物質については管
理濃度(例えばﾄﾙｴﾝは20ppm)が定められており、
作業環境測定の結果は、管理濃度に基づき管理
区分Ⅰ～Ⅲに判定される。
  管理区分の意味する所は以下のとおり。

⚫ 管理区分Ⅰ：物質濃度が作業環境の95%以上
の範囲で管理濃度以下

⚫ 管理区分Ⅱ：作業環境中の物質濃度の平均値
  が管理濃度以下

⚫ 管理区分Ⅲ：作業環境中の物質濃度の平均値
  が管理濃度以上
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許容濃度

日本産業衛生学会は許容濃度を「作業者が1日
8時間、週間40時間程度、通常の労働強度で有害
物にばく露する場合で、作業場の平均ばく露濃
度がその値以下であれば、健康上の影響がない
濃度」と定義している。

  日本産業衛生学会のＨＰ上で許容濃度が公開
されている。
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新たな化学物質規制
(法令改正等)

について



有機則、特化則等に
よる規制があるのは
この123物質のみ

ＳＤＳ交付
ラベル表示

ﾘｽｸｱｾｽﾒﾝﾄ対象
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化学物質規制の概要

化学物質による
労働災害の約８割は
この領域の物質で発生
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化学物質規制の見直し

産業界で使用される化学物質の種類の膨大さ
から、新たな化学物質規制は自律的な管理を基
軸としたものになる。

有機則、特化則等が完全に無くなる訳ではな
く、従来の規制に加え、通知、表示対象物質に
対して、ﾘｽｸｱｾｽﾒﾝﾄの実施、曝露低減措置等の規
制が強化されるもの。
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新たな化学物質管理リーフレット
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対象物質の追加

ラベル表示、SDSによる通知とリスクアセスメ
ント実施の義務の対象となる物質（＝リスクア
セスメント対象物質）が新たな化学物質規制の
対象となる。

国によるGHS分類による危険性、有害性が確認
された物質が順次追加されることが計画されて
おり、令和4年2月公布の改正安衛令により、令
和6年4月1日から、リスクアセスメント対象物質
が追加、901物質となった。

その後も毎年数100物質が追加される見込みで
あること。（令和7年4月1日から1537物質群）

1-1

則24条の14法57条 2024(R6).4.1施行則34条の2法57条の2
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ﾘｽｸｱｾｽﾒﾝﾄによる曝露低減措置

従来からリスクアセスメント対象物質に対し
ては、化学物質リスクアセスメント実施が義務
付けられていたが、その結果に基づく曝露低減
措置は努力義務であった。

今回の改正により、
リスクアセスメント
結果に基づく曝露低
減措置を実施し、暴
露程度を最小限にす
ることが義務化され
たもの。

2023(R5).4.1施行則34条の2の7法57条の3

1-2

則577条の2
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曝露濃度低減措置等の記録

リスクアセスメント結果に基づく曝露濃度低
減措置の内容については、関係労働者への周知、
記録、保存（3年間）を行う必要がある。

労働者への曝露状況についても、労働者から
意見聴取を行う場を設ける必要があり、その結
果についても3年間保存（がん原性を有する化学
物質については、作業記録も含め30年間）する
必要がある。

また、上記の事項については、その記録を関
係労働者に周知する必要もある。

2023(R5).4.1施行

1-2

則34条の2の7法57条の3 則577条の2

1-6

1-8
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がん原性を有する化学物質

「がん原性を有する化学物質」は、リスクア
セスメント対象物質のうち、ＧＨＳ分類におけ
る発がん性区分1の有害性を有する化学物質であ
り、厚生労働省において調査を行い、随時、追
加が行われる。

令和4年厚生労働省告示第371号により、令和5
年4月1日適用分（123物質）、令和6年4月1日適
用分（77物質）が示されている。

なお、従来から存在した「がん原性に係る指
針対象物質（40物質）」とは、一部が重複する
ものの、別の分類であること。
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濃度基準値設定物質

リスクアセスメント対象物質は、濃度基準値
が設定される物質と設定されない物質に分類さ
れる（R5.4.27告示、最新改正R6.5.8）。

濃度基準値が設定される物質については、労
働者が曝露される程度（≒作業環境中の濃度）
を基準値以下に維持する必要がある。

曝露濃度の測定方法として、作業環境測定、
個人曝露濃度測定の結果に加え、数理モデル
(CREATE-SIMPLE等)による推定も有効である。

曝露濃度は、従来制度と異なり、呼吸用保護
具による曝露低減効果を加味することが可能。

2024(R6).4.1施行

1-2

則34条の2の7法57条の3 則577条の2
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濃度基準値と実測値の比較

R5.4.27付け告示で濃度基準値設定物質（67物
質）及び基準値が示された（R6.5.8付け改正告
示でR7.10.1から適用の112物質が追加）。

濃度基準値は、8時間濃度基準値と短時間濃度
基準値の2種類が設定され、それぞれの値を濃度
実測値が下回る必要がある。8時間濃度基準値は
長期的な影響、毒性への評価基準、短時間濃度
基準値は急性毒性への評価基準であること。

⚫ 8時間濃度基準値のみ設定  … 52物質(101)

⚫ 短時間濃度基準値のみ設定 … 10物質(3)

⚫ 両方の基準値を設定  … 5物質(8)
2024(R6).4.1施行

1-2

則34条の2の7法57条の3 則577条の2
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実測値の計算方法

濃度実測値の評価方法として、8時間-時間加
重平均値と15分間-時間加重平均値があること。

時間加重平均値とは、複数の測定値がある場
合に、それぞれの測定時間（測定対象とした時
間）の長さを加味した平均値であること。

 ＣTWA ＝ (C1*T1 + C2*T2 + … + Cn*Tn)

(T1 + T2 + … + Tn)

ただし、計算による平均値を求めるより、実
際に8時間、15分間の測定（試料採取）すること
が推奨されている（1日を通じて作業内容に大き
な変化がない場合は2時間の測定で足りるもの）。

2024(R6).4.1施行

1-2

則34条の2の7法57条の3 則577条の2
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濃度基準値の詳細事項(努力義務)

8時間濃度基準値、短時間濃度基準値の両方が
設定されている物質について、15分間-時間加重
平均値が、短時間濃度基準値を下回っているも
のの、8時間濃度基準値を超えている場合（高濃
度曝露）は、以下の措置を講じるよう、努めな
ければならない。

⚫ 高濃度曝露回数を4回/日以内とする

⚫ 高濃度曝露の間隔を1時間以上とする

2024(R6).4.1施行

1-2

則34条の2の7法57条の3 則577条の2
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濃度基準値の詳細事項(努力義務)

8時間濃度基準値のみが設定されている物質に
ついて、8時間-時間加重平均値が、8時間濃度基
準値を下回っているものの、15分間-時間加重平
均値が、8時間濃度基準値を超えている場合、い
ずれの時点における15分間-時間加重平均値で
あっても、8時間濃度基準値の3倍を超えないよ
う、努めなければならない

※ これにより、8時間濃度基準値のみが設定
されている物質の短時間濃度基準値は、実
質的に、8時間濃度基準値の3倍の値となる。

2024(R6).4.1施行

1-2

則34条の2の7法57条の3 則577条の2
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濃度基準値の詳細事項(努力義務)

短時間濃度基準値が設定されている物質のう
ち、アクロレイン、グルタルアルデヒド、クロ
ロピクリン、2-ブテナールの4物質については、
短時間濃度基準値が天井値として設定されてお
り、ごく短時間であっても作業環境中の濃度が
天井値を超えないよう努めなければならない。

2024(R6).4.1施行

1-2

則34条の2の7法57条の3 則577条の2

加重平均値が下回って
いる場合であっても、
瞬間の濃度が天井値を
超えていてはいけない
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濃度基準値の詳細事項(努力義務)

複数種の化学物質を同時に使用する場合（複
数種の化学物質が同一の製剤内に存在する混合
物の場合）で、それらの化学物質の有害性及び
影響を及ぼす臓器の種類が同じ場合の濃度の評
価については、合算して評価することが適当で
あり、以下の式により計算を行い、換算値が1を
超えないことが求められる。

Ｃ ＝ C1/L1 + C2/L2 + … + Cn/Ln < 1.0

C：8時間、15分間-時間加重平均値

L：8時間、短時間濃度基準値

2024(R6).4.1施行

1-2

則34条の2の7法57条の3 則577条の2
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個人ばく露測定定着促進補助金

リスクアセスメント、労働者のばく露程度の
確認のために行われる個人ばく露測定の促進を
図るため、中小企業等を対象に費用の一部を補
助する個人ばく露測定定着促進補助金を新設。

※令和6年度は受付終了
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ﾘｽｸｱｾｽﾒﾝﾄ対象以外の物質

リスクアセスメント対象物以外の物質（規制
対象になっていない全ての物質）についても、
努力義務として、リスクアセスメントを実施し、
曝露低減措置を講じることが求められる。

2023(R5).4.1施行

努力義務

実施義務

実施義務

則34条の2の7法57条の3 則577条の2

1-2
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皮膚障害等の防止

皮膚、眼刺激性、腐食性 又は 皮膚から吸収
され健康障害を引き起こしうる化学物質を取り
扱う業務に労働者を従事させる場合、その物質
の有害性に応じて、労働者に皮膚障害等防止用
保護具を使用させなければならない。

有害性が明らかな物質：義務

有害性が不明な物質 ：努力義務

無害性が明らかな物質：義務なし

2023(R5).4.1施行

2023(R5).4.1施行

2024(R6).4.1施行

努力義務
義務

1-3

則594条の2法22条 則594条の3
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皮膚等に対する有害物質

⚫ 皮膚刺激性有害物質

皮膚、眼に障害を与えることが明らかな化学
物質。具体的にはＧＨＳ分類で「皮膚腐食・刺
激性」「眼損傷・刺激性」「呼吸器・皮膚感作
性」の区分１のもの。

⚫ 皮膚吸収性有害物質

皮膚から内部に浸透、吸収され健康障害を与
えることが明らかな化学物質。具体的にはＧＨ
Ｓ分類で経皮ばく露による健康障害を示す情報
が存在する物質であり、令和5年7月4日付け基発
0704第1号の別添で296物質が示されている。

1-3

則594条の2法22条 則594条の3
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洗浄剤に起因する災害が多発

化学物質による労働災害の約4割は、酸性、ア
ルカリ性の洗剤、殺菌剤等の薬剤に起因する皮
膚、眼等への障害であり、特に、強アルカリ系
洗剤に係る災害が多く、災害による休業期間も
長引く傾向にある。アルカリ洗剤は、製造業よ
りも飲食業等の食品加工に係る油、タンパク汚
れ用の洗剤としてよく使用されている。
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衛生委員会の付議事項の追加

衛生委員会で審議すべき事項として、従来か
らの事項に加え、以下の事項が追加される。

① 化学物質の曝露低減措置に関すること
② 濃度基準値設定物質について、曝露濃度を

基準値以下とする措置に関すること
③ リスクアセスメント結果に基づく曝露低減

措置の一環として実施した健康診断結果と
その事後措置に関すること

④ 濃度基準値設定物質に濃度基準値を超えて
曝露したおそれがあるときに実施した緊急
健康診断結果とその事後措置に関すること

2024(R6).4.1施行②～④

1-4

則22条法18条 2023(R5).4.1施行①
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遅発性疾病の把握

化学物質（リスクアセスメント対象物質に限
定せず広範な意味での化学物質）を製造、取扱
う事業場において、1年以内に複数の労働者が同
種のがんに罹患したことを把握した場合は、そ
の罹患が業務に起因する可能性について医師の
意見聴取を行う必要がある。

意見聴取の結果、業務起因性が疑われる場合、
その内容等について、都道府県労働局長に報告
を行わなければならない。

2023(R5).4.1施行

1-5

法100条法22条 則97条の2
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労災発生事業場等への指示

労働基準監督署長は、化学物質による労働災
害が発生又はそのおそれがある事業場に対して、
化学物質管理が適切に行われていない疑いを認
めるときは、改善を指示することができる。

指示を受けた事業者は、化学物質管理専門家
から化学物質管理状況の確認、改善措置に関す
る助言を受けなければならず、助言等を受けて
から1月以内にその内容をふまえた改善計画を作
成し、作成した計画について署長あて報告しな
ければならない。

1-7

則34条の2の10法100条 2024(R6).4.1施行
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化学物質管理専門家の要件

⚫ 労働衛生コンサルタント試験(労働衛生工学)
の登録を受け、5年以上、化学物質管理業務の
経験を有する者

⚫ 衛生工学衛生管理者免許を受けた者で、8年以
上、衛生管理業務に従事した経験を有する者

⚫ 作業環境測定士の登録を受け、6年以上、作業
環境測定業務に従事し、かつ、所定の講習
（33時間）を受講した者

⚫ 労働安全コンサルタント（化学）の登録を受
け、5年以上、化学物質に係るコンサルタント
業務に従事した経験を有する者



49

化学物質管理専門家の要件

⚫ ＣＩＨ労働衛生コンサルタント

⚫ 作業環境測定インストラクター

⚫ 日本作業環境測定協会の認定オキュペイショ
ナルハイジニスト

⚫ 国際オキュペイショナルハイジニスト協会の
認証を受けてる海外のオキュペイショナルハ
イジニスト、インダストリアルハイジニスト

➢ 日本作業環境測定協会ＨＰ

➢ 労働安全衛生コンサルタント会ＨＰ

で有資格者を公開(滋賀労働局ＨＰからリンク)
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ﾘｽｸｱｾｽﾒﾝﾄ対象物に係る健康診断

リスクアセスメント結果に基づく曝露防止措
置の一環として、健康影響の確認のため、労働
者の意見を聞き、必要があると認める場合は、
医師等が必要と判断する健康診断を実施し、そ
れに基づく事後措置を講じなければならない。

また、濃度基準設定物質については、労働者
が濃度基準超えて曝露した可能性がある場合、
速やかに、健康診断を実施しなければならない。

健康診断結果の保存期間は5年（がん原性を有
する物質は30年）とする。

2024(R6).4.1施行

1-8

則34条の2の7法57条の3 則577条の2
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化学物質管理者の選任

リスクアセスメント対象物質を製造、取扱い、
譲渡提供(販売等)する事業場は、業種、規模に
かかわらず、化学物質管理者を選任し（事業場
ごとに1名以上）、以下の職務を行わせなければ
ならない。選任の際の氏名の周知義務もあり。

⚫ ＳＤＳ、ラベルの確認、作成

⚫ 化学物質のﾘｽｸｱｾｽﾒﾝﾄの実施、管理

⚫ ﾘｽｸｱｾｽﾒﾝﾄ結果に基づく曝露低減措置

⚫ 化学物質の管理に係る各種記録の作成、保存

⚫ 労働者への化学物質管理に係る教育

⚫ ﾘｽｸｱｾｽﾒﾝﾄ対象物質による労働災害への対応
2024(R6).4.1施行

2-1

則12条の5法22条
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化学物質管理者の選任

化学物質管理者の選任要件は、リスクアセス
メント対象物質の製造業務の有無により異なる。

この場合の製造業務とは、リスクアセスメン
ト対象物質を合成するという意味ではなく、リ
スクアセスメント対象物質を含有する製品（各
種の薬剤、塗料、接着剤等の広範な製品）を製
造するという意味であること。

また、作業工程が自動化、密閉化されている
環境で製造等の作業が行われ、作業者への暴露
の可能性がない場合でも、化学物質管理者の選
任は必要となる。

2024(R6).4.1施行則12条の5法22条

2-1



53

化学物質管理者の資格

リスクアセスメント対象物質の取り扱い、販
売等のみを行う事業場において選任される化学
物質管理者には特段の資格等を要さないが、対
象物質等の製造事業場については、化学物質管
理者講習を修了した者を選任する必要がある。

2024(R6).4.1施行

滋賀県内では、滋賀労
働基準協会のみが講習を
開催している。

局長登録対象の講習で
はないため、講師確保が
可能であれであれば、誰
でもが開催が可能。

則12条の5法22条

2-1
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保護具着用管理責任者

ﾘｽｸｱｾｽﾒﾝﾄに基づき、曝露低減措置として個人
用保護具を採用した場合、保護具着用管理責任
者を選任し、対象物質に有効な保護具を選定し、
保護具使用状況の確認、その他保護具の管理に
関する業務を行わせなければならない。

保護具着用責任者には特段の法的資格は存在
しないが、化学物質の管理に関わる業務を適切
に実施できる能力を有すると認められる者（衛
生管理者、作業主任者、推進者等）を選任する
必要があること。

また、選任の際は氏名の周知義務があること。

2024(R6).4.1施行

2-2

則12条の6法22条
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雇入時教育 職長教育

現状、安全管理者の選任が不要な業種は、雇
入時教育の一部が省略可能であるが、全ての業
種において化学物質に関する教育が必要と考え
られるため、省略基準が廃止されるもの。

また、新たに選任される職長への職長教育に
ついても、従来、食料品製造業（一部）、新聞
業、出版業、製本業、印刷物加工業については、
職長教育の対象としていなかったが、同様の理
由により、これらの業種も職長教育が必要に
なっていること。

2-3

2023(R5).4.1施行職長

2-4

2024(R6).4.1施行雇入時則35条法59条

令19条法60条 則40条
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ＳＤＳ交付方法の柔軟化

従来、ＳＤＳの交付方法については、紙媒体
での文書交付を基本とし、相手方の了解を得た
上でのＦＡＸ等による交付が認められていた。

今回の改正により、相手方の了解の必要なく、
以下の方法による交付が可能となった。

⚫ 紙媒体での文書交付

⚫ ＣＤ－ＲＯＭ等の記録媒体の交付

⚫ ＦＡＸ、メール等によるデータ送信

⚫ ＳＤＳ情報が掲載されたＨＰのアドレス、

ＱＲコード等の通知

202２(R４).５.３１施行

3-1

則24条の15法57条の2 則34条の2の3



57

ＳＤＳ情報の定期確認と更新

従来、ＳＤＳ内容の更新についての規定は存
在せず、ユーザーも最初の取引時に交付された
ＳＤＳをそのまま保管している場合が多い。

通知対象物の販売者等（ＳＤＳ製作者）は、
継続的に販売等している製品については、5年以
内ごとに、ＳＤＳ記載内容のうち人体に及ぼす
作用の確認を行い、最新の科学的知見と比較し
て変更内容がある場合は、1年以内に内容の更新
を行い、ＳＤＳ交付先に対して変更内容を通知
する必要があること。

2023(R5).4.1施行

3-2

則24条の15法57条の2 則34条の2の5
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ＳＤＳ記載事項の追加、適正化

ＳＤＳに記載する内容について、従来の内容
に加え、(譲渡提供時点において)想定される用
途及び当該用途における使用上の注意事項が追
加される。使用上の注意事項としては使用可能
な保護具等の情報があること。

既に交付しているＳＤＳについても、上記内
容を追記した上で再交付する必要がある。

また、従来は成分表示を10％単位の大まかな
表現を可能としていたが、実際の重量％での表
記に統一するもの（換算式を併記することによ
り体積比等の表示も一応は認められる）。

2024(R6).4.1施行

3-3

則24条の15法57条の2 則34条の2の4 則34条の2の6
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営業上の秘密に該当する場合

ＳＤＳに記載する成分表示について、成分表
示を公表することで財産上の利益を損なう等、
成分比自体が営業上の秘密に該当する場合、そ
の表示を10％刻みで行うことができる。

ただし、ＳＤＳ交付先から、リスクアセスメ
ント等の必要性により、詳細な成分量を求めら
れた場合は、秘密保持を条件に必要な情報を通
知する必要がある。

※ 有機溶剤、特化物等の個別規則の適用対
象物質については、法適用の判断の必要性
から上記は適用されない。

2024(R6).4.1施行

3-3

則34条の2の6法57条の2
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化学物質を小分けする場合

リスクアセスメント対象物質の入った容器に
はラベル表示が行われた状態で提供、販売が行
われているが、事業場内で小さな容器に小分け
等する場合についても、小分け容器にラベル表
示を行う必要があること（ラベルを貼れない大
きさの容器等の場合は、ラベル表示に変えて、
使用労働者に対してＳＤＳを交付する等の情報
伝達を行うことで代替可能）。

2023(R5).4.1施行則33条の2法22条

3-4
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注文者が措置を講じるべき設備

従来、化学設備、特定化学設備の設備分解作
業、内部への立入作業を外注する注文者は、

⚫ 化学物質に係る危険有害性

⚫ 作業を行う上での安全に係る注意事項

⚫ 注文者が講じた安全衛生対策

⚫ 事故発生時に講じるべき応急措置

について、請負人に対して文書交付を行う必要
があった。

今回の政令改正により、通知対象物質を取り
扱う設備にも対象範囲が拡大されたもの。

2023(R5).4.1施行

3-5

令9条の3法31条の2 則662条の4
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個別規制の適用除外

化学物質管理の水準が一定以上であると、都
道府県労働局長の認定を受けた事業場は、その
認定に係る特別規則（有機則、特化則等）につ
いて、個別規制の適用が除外され、特別規制対
象物質の管理を、リスクアセスメントに基づく
自主的な管理に委ねることが可能となる。

適用除外申請は各規則ごとに行う必要があり、
それぞれ所定の様式に、申請者が適用除外認定
要件に該当していることを証する書面を添え、
局長あて提出し（署経由）、認定を受ける。

2023(R5).4.1施行

4

特化則2条の3有機則4条の2 鉛則3条の2 粉じん則3条の2



下記条件のいずれにも適合する必要があること。

⚫ 事業場内に専属の化学物質管理専門家が配
置され、リスクアセスメント及び結果に基
づく措置が適切に管理されていること。

⚫ 過去3年間に化学物質等による休業4日以上
の労働災害が発生していないこと。

⚫ 過去3年間の作業環境測定の結果が、全て第
Ⅰ管理区分であること。

⚫ 過去3年間の特殊健診の結果、新たな異常所
見が認められた労働者がいないこと。

⚫ 過去3年間に労働安全衛生法等の違反が認め
られないこと。 63

適用除外認定要件



⚫ 過去3年以内に外部の化学物質管理専門家か
ら、リスクアセスメントの結果に基づく措
置に対する評価を受け、当該事業場におけ
る化学物質による健康障害防止措置が適切
に講じられていると認められていること。

3年以内毎に更新を受けなければ、期間満了に
より効果を失うもの。

また、認定を受けた後に、災害発生、健診結
果等により、認定要件に適合しなくなった場合
は、その旨を局長あて報告する必要があること。

64

適用除外認定要件
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特殊健康診断の緩和

有機溶剤、特化物（特別管理物質等を除く）、
鉛、四アルキル鉛に係る特殊健康診断について、
作業環境管理、曝露防止対策が適切に実施され
ていて、下記条件に合致する場合、特殊健康診
断の頻度が6か月ごとから1年ごとに緩和される。

⚫ 作業環境測定結果が3回連続で管理区分Ⅰと
判定されていること

⚫ 直近3回の特殊健康診断結果で異常所見がな
いこと(労働者ごとに適用)

⚫ 作業内容に大幅な変更がないこと

⚫ “3回”は改正規則施行前からカウント可
2023(R5).4.1施行

5

特化則39条有機則29条 鉛則53条 四ｱﾙｷﾙ則22条
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第Ⅲ管理区分への措置

有機則、特化則、粉じん
則等による作業環境測定の
結果、第Ⅲ管理区分と判定
された場合、従来から作業
環境の改善策を講じ、再測
定を行う必要があったが、
再測定の結果、なおも第Ⅲ
管理区分と判定された場合、
改善の可否と改善策につい
て外部の作業環境管理専門
家に意見聴取しなければな
らないこととなった。

2024(R6).4.1施行特化則36条の3の2有機則28条の3の2 鉛則52条の3の2 粉じん則26条の3の2

6

作業環境測定

作業環境改善

再測定

管理区分Ⅰ
管理区分Ⅱ

管理区分Ⅲ

次回測定へ
管理区分Ⅲ

従来制度

作業環境管理専門家
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作業環境改善の可能性を検討

2024(R6).4.1施行特化則36条の3の2有機則28条の3の2 鉛則52条の3の2 粉じん則26条の3の2

6

作業環境管理専門家への意見聴取等、再測定
後のスキームは以下のとおり。

外部の作業環境管理専門家に意見聴取を行い、
当該作業環境の改善の可能性を検討

再測定

管理区分Ⅲ

意見を踏まえ
作業環境改善

再測定

改善可能と判断

改善困難と判断

管理区分Ⅰ
管理区分Ⅱ

次回通常測定以後、呼吸用保護具による曝露防止対策

管理区分Ⅲ
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作業環境改善が困難な場合

作業環境改善が困難な場合、通常の作業環境
測定を実施せず、以下により管理を行う。

① 呼吸用保護具決定の為の作業環境測定

（C・D測定、個人曝露濃度測定が基本）

② 決定した呼吸用保護具を着用

③ フィットテストの実施（毎年1回）

④ 6か月以内毎に定期に①の測定を実施

管理区分Ⅲを脱した場合は呼吸用保護具が

不要となり、通常のスキームに復帰する

⑤ 上記①③には記録の作成、保存義務あり
2024(R6).4.1施行特化則36条の3の2有機則28条の3の2 鉛則52条の3の2 粉じん則26条の3の2

5
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作業環境測定の種類

作業環境測定基準が改正され、従来のＡ、Ｂ
測定に加え、Ｃ、Ｄ測定が追加されたもの。

●Ａ測定：作業場に一定間隔の測定点を設定
し、作業場全体の評価を行うもの

●Ｂ測定 ：作業者の作業位置で測定するもの
●Ｃ測定：作業者にサンプラーを装着、通常

どおり作業を行い試料を採取。個
人曝露濃度測定とは異なり、あく
まで作業場全体の評価を行うもの

●Ｄ測定：個人サンプラーにより、作業環境
中の最も物質濃度が高くなる時間
帯15分間の測定を行うもの
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作業環境管理専門家の要件

⚫ 化学物質管理専門家の要件に該当する者
⚫ 労働衛生コンサルタント（労働衛生工学）で、

3年以上その業務に従事した経験を有する者
⚫ 衛生工学衛生管理者の免許を受け、6年以上、

その業務に従事した経験を有する者
⚫ 作業環境測定士の登録を受け、6年以上、その

業務に従事した経験を有する者
⚫ 作業環境測定士の登録を受け、4年以上、その

業務に従事し、所定の講習を受講した者
⚫ オキュペイショナルハイジニスト

化学物質管理専門家と同様に
滋賀労働局HPにリンクを設定



特化則38条の3、17、18、19有機則24条
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有害性等周知の範囲の拡大

従来、有機溶剤、一部の特化物、石綿を労働
者が取扱う作業場所には、物質名、人体への作
用、注意事項、応急措置、使用すべき保護具等
について表示を行う必要があったが、全ての特
化物、鉛、四ｱﾙｷﾙ鉛、粉じん、ﾀﾞｲｵｷｼﾝに係る作
業場所にも表示物が必要となったもの。

また、作業環境測定により第Ⅲ管理区分に判
定されている等、化学物質等による有害度が高
い可能性がある場所に対しては、労働者の有無
にかかわらず、使用すべき呼吸用保護具に係る
表示が必要であること。

2023(R5).4.1施行鉛則51条の2石綿則34条 四ｱﾙ則21条の2

則592条の8

粉塵則23条の2



特化則38条の3、17、18、19有機則24条
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有害性等の掲示内容の変更

有害物に対する掲示内容について、従来の
「人体に及ぼす作用」から「生ずるおそれのあ
る疾病の種類及び症状」に変更されたもの。

疾病、症状の種類については以下の様な記載
方法があること。

⚫ 疾病告示（告示第316号）の疾病、症状

⚫ 従来からの有機溶剤の症状（頭痛 眩暈等）

⚫ 肺がん、じん肺等の具体的病名

⚫ 皮膚障害等の影響のある臓器の障害

⚫ ＧＨＳ分類による障害の名称

2023(R5).4.1施行鉛則51条の2石綿則34条 四ｱﾙ則21条の2

則592条の8

粉塵則23条の2



特化則38条の2
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労働者以外に対する規制拡大

従来、有害作業場所に対しては、関係者以外
立入禁止の表示を行い、労働者の立入りを制限
する措置が必要であったが、対象範囲を労働者
以外にも拡大し、非労働者についても立入りが
制限されるもの。

有害作業場所内での飲食、喫煙の禁止、有害
作業場所への出入りの際の汚染等の除去につい
ても、事業者への表示等義務、労働者への実施
義務が課せられていたが、同様に、非労働者に
も適用範囲が拡大されるもの。

2023(R5).4.1施行特化則37条鉛則45条 電離則31条

鉛則51条

粉塵則23条

電離則41条の2 石綿則33条

酸欠則9条則585条

石綿則28条
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化学物質に対する
リスクアセスメント



化学物質リスクアセスメントの義務化

製造業においては、従来から、工場内での危
険性(機械設備等による危険)に対するリスクア
セスメントについて努力義務が課せられていた。

  平成28年の労働安全衛生法改正により、化学
物質に対するリスクアセスメントが義務化され
たもの。

⚫ 対象物質：通知対象物質

⚫ 適用対象：全業種、全規模の事業場

⚫ 実施方法：簡易な方法でも可能

⚫ 実施時期：化学物質の新規取扱

 作業内容変更時 等 75



化学物質ＲＡの法的位置付け

◆労働安全衛生法第57条の3

事業者は、厚生労働省令で定めるところによ
り、通知対象物による危険性又は有害性等の調
査(=RA)を行わなければならない。

上記の調査の結果に基づいて、この法律等の
規定による措置（下記事項）を講ずる他、労働
者の危険、健康障害防止のため必要な措置を講
じるよう努めなければならない。

◆労働安全衛生規則第34条の2の8

調査結果は、その対象となる作業に従事する
労働者に周知しなければならない。

76



化学物質ＲＡの実施時期

◆安全衛生規則第34条の2の7

化学物質ＲＡは、調査対象物を製造、取扱業務
ごとに、以下の時期に行う。

⚫ 調査対象物を原料等として新規採用した時

⚫ 調査対象物に係る作業方法等を変更する時

⚫ 調査対象物に係る何らかの変化が生じる時

安全衛生法上の義務は、上記のとおり「作業
内容に何らかの変化があった時」に限定されて
いるが、化学物質ＲＡ指針においては、「最初
にＲＡを導入する時」にも実施を求めている。

77



化学物質ＲＡの実施体制

⚫ 事業場トップ

リスクアセスメント実施を統括管理

⚫ 安全、衛生管理者

実際の作業の進行管理

⚫ 現場責任者

対象物質の把握、抽出

⚫ 専門知識を有する者

実際のリスク評価等の技術的業務

78



化学物質ＲＡの流れ

79

リスクとは…

特定されたハザー
ドによって生じる
恐れのある負傷等
の重篤度と、その
発生可能性を組み
合わせたもの。



化学物質によるリスクの考え方

一般的にリスクは「ハザードによって生じる
不詳の重篤度」と「その発生可能性」の組み合
わせと定義される。

化学物質によるリスクの場合は、「化学物質
のハザードレベル」と「作業者の化学物質への
ばく露レベル」により表される。

80



リスクレベルの評価

化学物質によるリスクの程度は、5段階のリス
クレベルで表現されることが一般的である。

81



リスクアセスメント対象物質

従来から、化学物質等のメーカーは、労働者
に危険、健康障害を生じる恐れのある物質で政
令で定める物(通知対象物質：674物質)をユー
ザーに販売等する場合、有害性等の情報(SDS)を
相手方に通知する義務(ユーザーには保管義務)
が課せられている。

化学物質に対するＲＡの対象となる物質は、
この通知対象物質である。

≪ 通知対象物質一覧 ≫

82

１



現行の安衛法の化学物質規制

83

１

有機則、特化則等に
よる規制があるのは
この123物質のみ

ＳＤＳ交付
ラベル表示

ﾘｽｸｱｾｽﾒﾝﾄ対象

化学物質による
労働災害の約８割は
この領域の物質で発生
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ﾘｽｸｱｾｽﾒﾝﾄ対象以外の物質の取扱い

リスクアセスメント対象物以外の物質（規制
対象になっていない全ての物質）についても、
努力義務として、リスクアセスメントを実施し、
曝露低減措置を講じることが求められる。

2023(R5).4.1施行

努力義務

実施義務

実施義務



化学物質によるハザードレベル

化学物質によるハザードは化学物質が有する
有害性そのものであるため、前述のＧＨＳ分類
からハザードのレベルを特定できる。

85

⚫ 急性毒性

⚫ 皮膚腐食性、刺激性

⚫ 目に対する損傷、刺激性

⚫ 呼吸器、皮膚感作性

⚫ 吸引性呼吸器有害性

⚫ 特定標的臓器、全身毒性

(単回、反復暴露)

⚫ 変異原性

⚫ 発がん性

⚫ 生殖毒性

２



化学物質へのばく露レベル

ばく露レベルの求め方として、作業環境レベ
ルと年間作業時間を使用する方法がある。

86

作業環境レベル＝

 (年間使用量) ＋ (飛散性)  －   (換気)
  大量(t)  ：３         高(bp<50℃)     ：３    完全密閉：４

中量(kg) ：２         中(bp50-150℃)  ：２   局排装置：３

少量(g)  ：１        低(bp>150℃)    ：１   全体換気：２

        換気なし：１

３



作業環境測定値を使用する方法

許容濃度（毎日8時間その濃度下で作業に従事
しても健康障害を生じない濃度）、管理濃度
（作業環境測定基準）を指標に、作業環境測定
の実測値（Ａ測定、Ｂ測定の濃度が高い方を選
択する）と比較することで作業環境レベルを決
定するという高精度な方法もある。

87

３

作業環境レベル

５ ４ ３ ２ １

許容濃度以上
許容濃度の
75％以上

許容濃度の
50％以上

許容濃度の
25％以上

許容濃度の
25％未満



作業環境測定値を使用する方法

特定したハザードレベルとばく露レベルによ
り、対象作業のリスクレベルを決定。

88

３

・有害性情報
・作業環境情報
・年間作業時間

が分かれば、リスクレベルを
機械的に決定できる。



リスク低減対策の検討、実施

89

４

５



リスクアセスメントの記録

ＲＡ及びその結果に基づく対策を実施した際
には、記録を行い、保存する。

  また、ＲＡの結果、残留リスクについては、
作業者に周知を行い、安全作業標準の整備、保
護具の着用等で対応する。
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５
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作業環境改善対策



労働衛生の３管理

労働安全衛生法における化学物質対策は、労
働衛生３管理に基づき定められている。

⚫ 作業環境管理
➢ 排気装置
➢ 作業環境測定、評価 など

⚫ 作業管理
➢ 個人用保護具(臨時作業、極端な有害物に限定)
➢ 労働衛生教育 など

⚫ 健康管理
➢ 健康診断 など

92



作業環境管理

作業環境中から有害因子を除去し、良好な状
態を維持するための対策。

⚫ 局所排気装置
➢ 効率化(開口面積の最小化)
➢ 定期自主検査(性能維持)

⚫ 全体換気装置

⚫ 有害物の発散源の密閉化

⚫ 作業環境測定
➢ 管理区分Ⅰ～Ⅲ

  測定結果に基づき改善が必要

93



局所排気装置

局所排気装置とは、有機溶剤等の各種有害物
のガス、蒸気、粉じん等を、発散源の付近で吸
引し、屋外等へ排出する一連の装置を言う。局
所排気装置は、フード、ダクト、空気清浄装置
（スクラバー、除じん装置等）、排風機により
構成される。
また、プッシュプル型換気装置、有害物の発

散源を密閉する設備も、局所排気装置と同等の
機能を有するものとして取り扱われる。

94
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局所排気装置の構成要素

フード

ダンパー

排風機

空
気
清
浄
装
置
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プッシュプルの構成要素

プルフード

ダンパー

排風機

空
気
清
浄
装
置

送風機



全体換気装置との違い

局所排気装置等は、換気扇の様な、作業場内
全体を換気する全体換気装置とは区別されてお
り、以下の点で違いがある。

⚫ 局所排気装置
有害物発散源の付近に設置することで、作

業者と有害物が接触する前に有害物の大半を
吸引することを目的とするもの。

⚫ 全体換気装置
既に作業環境内に発散している有害物を、

健康上、害の少ない濃度にまで減少させるた
めの装置。作業者への接触が前提となる。

97



局所排気装置の設置が必要な場合

以下の作業、物質を含有する薬剤等を取扱う
場合、局所排気装置の設置が必要となる。

⚫ 第1、2種有機溶剤（有機則第5条）

⚫ 第3種有機溶剤（ﾀﾝｸ内部、吹付、有機則第6条）

⚫ 第1、2類特化物（特化則第3-5条）

⚫ 鉛業務（鉛則第5-20条）

⚫ 四アルキル鉛（四鉛則第2条）

⚫ 特定粉じん作業（粉じん則第4条、別表2）

⚫ 石綿（石綿則第12条）

98
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局所排気装置の要件

有機則14、15条、特化則7、9、10条、粉じん
則11、13条等により、フード、ダクト、排風機
等の要件が規定されている。

⚫ フードは有害物の発散源毎に設置すること

⚫ 外付式フードは発散源になるべく近い位置
に設置すること

⚫ 作業方法、有害物の発散状況等から見て、
有害物を吸引するのに適した形状、型式で
あること

⚫ ダクトは、できるだけ短く、できるだけベ
ンド(コーナー部)が少なく、掃除可能な構
造であること



10
0

局所排気装置の要件

⚫ 排気口は屋外に設けられていること

⚫ 鉱物性粉じん、特化物の粉じんを含有する
気体を排気する場合は、除じん装置を設置
すること

⚫ 一部の特化物を含有する気体を排気する場
合は、排ガス処理設備を設置すること

⚫ 除じん装置、排ガス処理装置、空気清浄装
置等がある場合は、排風機は、空気清浄装
置の下流側に設置すること



制御風速

有害物の種類、形状、フードの形状、位置関
係等により、必要な制御風速が異なる。

⚫ 有機溶剤 囲い式 0.4 m/s
   外付式(側方、下方吸引) 0.5 m/s

外付式(上方吸引) 1.0 m/s
⚫ 粉じん   囲い式 0.7 m/s

外付式(側方、下方吸引) 1.0 m/s
外付式(上方吸引) 1.2 m/s

※ 粉じん作業は殆どの作業で上記の制御風速が
適用されるが、例外があることに注意。

101



制御風速

特化物の場合は、特化則第7条、大臣告示によ
り「特化物のガス、蒸気又は粉じんが発散する
作業場に設ける局所排気装置にあっては、その
フードの外側における特化物の濃度が、管理濃
度を超えないものとすること。」とあり、局所
排気装置の性能に関する要件が、制御風速では
なく、作業環境中の物質濃度になっている（一
部、気体0.5 m/s、粒子1.0 m/sの制御風速が求
められる物質もあり。）
通常の使用状況においては、有機溶剤、粉じ

んに準じた制御風速が出ていれば、局所排気装
置としては問題ないものと考えられる。

102



作業管理

作業の方法を適正管理し、作業者への影響を
低減させるための対策。

⚫ 適正作業方法(ばく露が少ない作業方法等)

➢ 作業標準、作業規定等の作成

➢ 労働衛生教育

⚫ 作業主任者

⚫ 特別教育

⚫ 有害性、対処方法等の周知

⚫ ばく露時間管理、記録

⚫ 呼吸用保護具、保護手袋、ゴーグル
103



呼吸用保護具

呼吸用保護具は、型式検定合格品である必要
があり、薬局等で市販されているガーゼマスク
では殆ど効果が期待できない。
  対象物質により、防毒マスク(蒸気、ガス用)、
防じんマスク(粉じん用)を適切に使い分ける必
要がある。最も保護効果が高いものに、電動
ファン付呼吸用保護具があり、極端に作業環境
が悪い環境では使用が望ましい。
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健康管理

⚫ 特殊健康診断

➢ 有機溶剤
➢ 特定化学物質
➢ 鉛
➢ 四アルキル鉛
➢ 電離放射線
➢ 石綿
➢ 粉じん(異常所見が無い場合は3年毎)

特殊健康診断の結果、異常所見が認められる
場合は医師による意見聴取が必要となる。
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作業環境測定結果の分析

作業環境の改善を図るためには、まず、作業
環境測定結果の分析を行い問題点を把握する必
要性がある。
 同じ管理区分Ⅲでも、Ａ測定の管理区分Ⅲと
Ｂ測定の管理区分Ⅲでは、作業環境を悪化させ
ている要因が異なる可能性がある。

⚫ Ａ測定：作業環境全体の有害物濃度
 発散源に対する局所排気装置等の

性能、全体換気能力が影響

⚫ Ｂ測定：作業者の作業位置の有害物濃度
 局所排気装置等の能力が影響
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管理区分の意味合い

作業環境測定の義務がある物質については管
理濃度(例えばﾄﾙｴﾝは20ppm)が定められており、
作業環境測定の結果は、管理濃度に基づき管理
区分Ⅰ～Ⅲに判定される。
  管理区分の意味する所は以下のとおり。

⚫ 管理区分Ⅰ：物質濃度が作業環境の95%以上
の範囲で管理濃度以下

⚫ 管理区分Ⅱ：作業環境中の物質濃度の平均値
  が管理濃度以下

⚫ 管理区分Ⅲ：作業環境中の物質濃度の平均値
  が管理濃度以上
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各測定点の濃度から分析

作業環境測定結果のうち、作業場内の見取図
と各測定点での濃度実測値から、何が作業環境
を悪化させているのか分析する。
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局所排気装置の改善、効率化

⚫ フード式局所排気装置
開口面積を減少させることで、制御風速の向

上、周辺への飛散防止を図る。
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局所排気装置の改善、効率化

⚫ 外付式局所排気装置
開口部の周りにフランジを取り付けることで、

より遠くまで効果を発揮する。
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空容器の処分

塗料、シンナー等を取り出した後の一斗缶は、
つぶした上で作業場内の廃棄場所に集積されて
いることが多い。
一斗缶の内部に有機溶剤等が付着したままの

状態で作業場内に放置すると、付着していた有
機溶剤等が蒸発し、作業環境に悪影響を与える
ことになるため（特に、管理濃度が低いトルエ
ン等では、作業環境に与える悪影響が無視でき
ない）、密閉できる廃棄用の箱等の内部に集積
することが望ましい。
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作業環境中の物質濃度の計算

作業環境改善において、各種化学物質の使用
量や排気装置の評価、検討を行う上で、作業環
境中の理論上の物質濃度を計算することができ
れば、使用量や排気能力の変化が作業環境に与
える影響をある程度予測することができる。

⚫ Ａ測定値：理論上の計算式(全体換気のみ)

⚫ Ｂ測定値：CREATE-SIMPLE
(局所排気装置の影響も計算可)

112



排気装置がない室内の場合

排気装置が存在しない室内の場合、使用する
化学物質が全量蒸発し、速やかに室内に均等に
充満すると仮定する。
化学物質の体積を室内容積で割れば理論上の

物質濃度が計算できる（完全な平均値であるた
め、実際のＡ測定は少し上の値が出ること）。
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PPMの定義、求め方

濃度を表すppmは、parts per millionの略で
あり、100万分率を示す単位である。

気体中の対象気体濃度は体積比となる。

1ppm ＝ 1m3 中の 1cm3(=1×10-6m3)

⚫ ｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ1ℓが室内(10*10*4m)で蒸発した場合
➢ ｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ1ℓ ＝ 800g ＝ 7.7mol

➢ 蒸発した際の体積 ＝ 7.7 × 22.4 ＝ 172 ℓ

➢ 室内濃度 ＝ 0.172m3 ÷ 400m3

 ＝ 43×10-6 ＝ 43 ppm

管理濃度20ppmと比較すると管理区分Ⅲ
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排気装置がある室内の場合

排気装置が存在する室内の場合、使用する化
学物質が時間当たり同じペースで蒸発し続け、
排気装置が時間当たりで同量の気体を室外へ排
出し続けると仮定する。
排出される化学物質の量は、気中濃度に比例

して多くなるため、気中濃度は必ず均衡する。
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排気装置がある室内の場合

有機溶剤の蒸発量をＧ[g/t]、排気装置による
換気量をＱ[㎥/t]、室内容積Ｖ[㎥]、室内の物質
濃度Ｃ(t)とすると、物質濃度の時間変化は以下
の式により表すことができる。

ｄ(Ｃ(t))／ｄt ＝｛Ｇ－ＱＣ(t)｝／Ｖ

これを微分方程式で解くと以下が導かれる。

Ｃ(t)＝（Ｇ／Ｑ）^（１－ｅ^(－ＱＴ／Ｖ)）

時間ｔが十分に大きい場合、上記赤の部分が
ゼロに近づくため、以下が成立する。

Ｃ＝Ｇ／Ｑ 116



排気装置がある室内の場合

Ｃ＝Ｇ／Ｑの値は、グラフにおける漸近線の
値となるため、化学物質の蒸発量と排気装置の
排風量が一定の場合の気中濃度は、蒸発量Ｇと
排風量Ｑの比によってのみ求めることができる。
（室内の容積は影響しない）
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治療と仕事の
両立支援



定年年齢の引上により、60歳を超えても働き
続けることが一般的になっている一方で、必然
的にがん等の疾病に罹患する労働者の割合が増
加することになります。

以前は退職して治療に専念することが多かっ
た疾病も、現在では治療技術向上により、長く
付き合う病気に変化し、就労しながら治療を行
うことを希望する労働者が増加しています。

労働力不足が深刻化する社会においては、治
療と仕事の両立に対する支援は優先課題となっ
ており、国、県等が連携して取組を進めている
ところです。

治療と仕事の両立支援の必要性
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労働安全衛生法では、健康診断の実施及び医
師の意見に基づく就労上の措置（作業転換、労
働時間短縮等）が事業者に義務付けられている
他、保健指導、精密検査等の受診勧奨等が努力
義務とされています。

また、中高年齢労働者の就業にあたって、特
に配慮を必要とする者については、その適正配
置を努力義務としています。

これらから、疾病を抱える労働者を就労させ
る場合、事業者への努力義務として、業務によ
り疾病が増悪しないよう、就業上の措置、治療
への配慮を行うことが求められます。

労働安全衛生法上の位置付
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労働安全衛生法では大まかな内容のみ記載さ
れ、事業場において具体的な実施事項等につい
ては、事業場における治療と仕事の両立支援の
ためのガイドラインにより示されています。

治療と仕事の両立支援のためのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
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職場における治療と仕事の両立支援を推進す
るため、滋賀労働局及び滋賀県庁が事務局とな
り、平成29年に滋賀県地域両立支援推進チーム
（両立支援会議）を組織しました。学識経験者、
医療関係者、患者団体、各種相談機関、カウン
セラー、事業者及び労働者団体、行政関係者等、
30名弱で構成されています。

毎年2回程度の会議を開催し、各機関の連絡体
制構築の他、相談窓口の整理、拡充、相談窓口
案内用リーフレットの作成、主治医と会社（産
業医）間の連絡シートの整備、実態把握の為の
大規模調査、好事例集作成等を行ってきました。

滋賀県内における取組
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がん、肝炎、若年性認知症等の疾病の種類ご
との治療に関する窓口、職場での両立支援、就
労支援、メンタルヘルス等、相談支援の種類ご
との窓口、出張相談窓口を整理、記載。

滋賀県内の相談窓口
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治療と仕事の両立支援の必要性がある労働者
を雇用する事業場(産業医)が、病気の治療を行
う主治医と、病状、勤務時間、作業内容等につ
いて意思疎通を図るための連絡シートを整備。

主治医と会社(産業医)間の連絡ｼｰﾄ
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治療と仕事の両立支援の現況、実態を把握す
るため、滋賀県、医療機関、患者団体等の協力
のもと、事業場及び患者に対する大規模調査を
実施し、報告書が取りまとめられた。

実態把握のための調査活動

125



両立支援に積極的に取組む事業場を対象に、
滋賀県が行う表彰制度である「がん患者等就労
支援サポート事業者表彰」の表彰事業場が実際
に行った好事例が取りまとめられた。

両立支援に係る好事例集
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滋賀労働局においても、両立支援に取組む事
業場、好事例の募集を行っています。現在、取
組みを行っている事業場は、滋賀労働局にご一
報いただきますようお願いいたします。

好事例を引き続き募集中
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